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１ 業務概要 

 ⑴ 業務名 

  香芝市複合施設整備基本計画策定業務 

 ⑵ 業務の目的 

   本業務は、旧香芝市モナミホール、香芝市中央公民館及び香芝市ふたかみ

文化センターの機能の集約化及び多機能化を図り、子どもから高齢者までが

安心して過ごすことができる場、生涯学習及び地域活動を行うことができる

場及び地域の人々の郷土を大切にする思いが込められた香芝市（以下「市」

という。）を象徴する場となる複合施設を整備するための基本計画を策定す

ることを目的とする。 

   なお、他市の事例についても、十分に調査した上で、基本計画を策定する

ものとする。 

 ⑶ 業務内容 

   別紙「香芝市複合施設整備基本計画策定業務仕様書」（以下「仕様書」と

いう。）のとおり 

 ⑷ 業務期間 

  契約締結日から令和８年３月３１日まで 

 ⑸ 実施方式 

  公募型プロポーザル方式 

 ⑹ 提案上限額 

  ２９,１５０,０００円（取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む。） 

 

２ 参加資格 

  プロポーザルに参加できる者は、次の⑴から⒀までを満たすものでなければ

ならない。この場合において、本プロポーザル期間中に要件を満たさなくなっ

たときは、参加資格を失うものとする。 

 ⑴ 香芝市建設工事等請負契約に係る入札参加停止措置要領（平成３０年８月

１日施行）又は香芝市物品購入等の契約に係る入札参加停止措置要領（平成

３０年８月１日施行）による公示日から受託候補者決定の日までの間に入札

参加停止を受けていないこと。 

 ⑵ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規

定に該当しないこと。 

 ⑶ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の

申立てをしている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開始の申立 

  てをしている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 ⑷ 次のアからキまでのいずれの場合にも該当しないこと。 

  ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
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  イ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。

）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制

下にある法人等 

  ウ 上記ア及びイ並びにそれらの構成員（以下「暴力団等」という。）の利

益となる活動（暴力団等と取引をし、資金を供給し、又は便宜を供与する

など積極的に暴力団等の維持運営に協力し、又は関与することをいう。以

下同じ。）を行う法人等 

  エ 役員等（法人にあっては役員及び経営に事実上参加している者、法人格

のない団体にあっては代表者及び経営に事実上参加している者をいう。以

下同じ。）が、暴力団等の利益となる活動を行う法人等 

  オ 役員等が暴力団等と社会的に不適切な交友関係（相手方が暴力団等であ

ることを知りながら、会食、遊技、旅行、スポーツ等を共にするような交

友関係をいう。）を継続的に有している法人等 

  カ 役員等に破産者及び拘禁刑以上の刑に処せられている者がいる法人等 

  キ 市の市議会議員、市長、副市長、教育長及び地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１８０条の５第１項に規定する委員会の委員が、無限責任

社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準ずべき者、支配人及

び清算人（以下「無限責任社員等」という。）に就任している法人等。た

だし、市議会議員以外の者について、市が資本金、基本金その他これらに

準ずるものの２分の１以上を出資している法人等の無限責任社員等に就任

している場合は除く。 

 ⑸ 過去１５年以内に音楽ホール（固定された客席（客席が群として固定され

ている移動観覧席及びロールバックチェアを含む。）で１，０００席以上を

有すること。）と図書館の複合機能を有する延床面積７，０００㎡（計画延

床面積１４，５００㎡の約１／２）以上の複合施設及び博物館で延床面積７

００㎡（計画延床面積１，５００㎡の約１／２）以上の単独施設に関する基

本計画、基本設計又は実施設計業務のいずれかの実績を有していること。 

 ⑹ 管理技術者は一級建築士の資格を有する者で同種又は類似の業務において

管理技術者又は主任技術者として携わった実績があること。ただし、管理技

術者は、主任技術者を兼任してはならない。 

 ⑺ 各主任技術者は、次のアからエまでの区分に応じ、それぞれ掲げる資格を

有する者とする。ただし、電気設備と機械設備の主任技術者は、兼任を認め

る。なお、同種の業務に主任技術者として携わった実績がある場合は、その

内容を示すこと。 

  ア 建築（総合） 一級建築士 

  イ 建築（構造） 構造設計一級建築士 

  ウ 電気設備 設備設計一級建築士又は建築設備士 

  エ 機械設備 設備設計一級建築士又は建築設備士 
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公告日、実施要領、仕様書等

の公表 
令和７年８月２５日 

参加申込書等の提出期限 
令和７年９月４日午後５時００分必着 

質問書受付期限 

参加資格の審査結果の通知 
令和７年９月１２日まで 

質問の回答 

企画提案書等の提出期限 令和７年９月２９日午後５時００分必着 

企画提案書等及びプレゼンテ

ーションの審査 
令和７年１０月６日 

審査結果の通知 令和７年１０月１４日頃 

契約の締結 令和７年１０月中旬予定 

 

 

番号 提出書類 部数 

１ 参加申込書（様式１） １部 

２ 
業務実績書（様式２） 

（２ 参加資格⑸関係） 
１部 

３ 
業務実績を証明できる書類 

（２ 参加資格⑸関係） 
１部 

４ 管理技術者の資格 １部 

５ 主任技術者の資格 １部 

６ 会社概要書（様式３）  １部 

７ 
履歴事項全部証明書（法人登記簿謄本） 

※ 香芝市競争入札参加資格者名簿に未登録の場合のみ 
１部 

８ 

直近年度の国税（法人税及び消費税）及び市町村税の納

税証明書（滞納がないことが確認できることとする。） 

※ 香芝市競争入札参加資格者名簿に未登録の場合のみ 

１部 

 

 

 

３ 審査日程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 審査の日程は、必要に応じて変更する場合があることに留意すること。 

 

４ 参加申込書等の提出 

 ⑴ 提出書類 

   プロポーザルに参加しようとする者は、提出書類を期日までに提出するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 提出方法 

   電子メールにより前記⑴の書類を提出するものとする。送付時の留意事項

は次のとおりとする。 
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  ア ファイル形式は、ＰＤＦ形式とすること。 

  イ メール１通当たり６ＭＢ以下のデータ容量であること。スキャンについ

ては、必要以上に高画質にせず、容量削減を図ること。 

  ウ 参加申込書に記載したメールアドレスから送付すること。 

  エ 電子メールの件名は、「参加申込 会社名 香芝市複合施設整備基本計

画策定業務」とすること。 

  オ 各ファイルの先頭には、前記⑴の表における番号を半角数字で付すこと。 

   容量等の都合でファイルを分割する場合は、「1-1」「1-2」のように枝番

を付すこと。 

  カ 未到達を防止するため、送信後に必ず電話により到達の確認を行うこと。 

 ⑶ 参加申込資格審査結果の通知 

   参加資格を実施要領に基づき審査し、当該審査の結果を、参加申込書を提

出した全ての者に電子メールで通知する。 

 

５ 企画提案書等の提出 

 ⑴ 提出書類 

   プロポーザルの参加資格を有する者は、提出書類を期日までに提出するこ

と。 

番号 提出書類 部数 

１ 企画提案書表紙（様式４） １部 

２ 企画提案書 １部 

３ 企画提案書（提案者名をマスキングしたもの） １２部 

４ 見積書（様式５）及び見積内訳書 １部 

５ 
見積書（様式５）及び見積内訳書（提案者名をマスキン

グしたもの） 
１２部 

６ 上記のデータが入ったＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ １部 

 ⑵ 企画提案書の作成方法 

  ア 企画提案書の規格 

  （ア）用紙は、日本産業規格Ａ列４番の規格の用紙（縦・片面印刷）で作成

すること。 

  （イ）図表等の表現の都合上、用紙の方向を一部変更したり、記述を一部縦

書きとすることは、差し支えない。 

  （ウ）表紙及び目次を除き、片面で１枚として総枚数５枚以内で作成し、左

とじで提出すること。 

  （エ）表紙及び目次を除き各ページに一連のページ番号を付すこと。 

  （オ）フォントは、任意とするが、フォントサイズは、１０．５ポイント以

上とすること。ただし、図表や注記等については、この限りでない。 

  （カ）ファイリングには、焼却が処分できないファイル（ドッチファイル等

）を利用しないこと。 
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  （キ）提案者名のマスキングは、提案者の住所、ロゴ等を含む。 

  イ 提出部数 

    １３部（正本１部及び副本１２部）を提出し、副本は、提案者名をマス

キングすること。 

  ウ 企画提案書の記載事項 

    企画提案書本編の内容は、任意とするが、次に掲げる提案内容を含むこ

ととし、次に掲げる記載の順序は変えないこと。また、香芝市複合施設整

備基本構想を精読の上、記載すること。 

  （ア）業務実施方針 

     本業務の仕様書等を踏まえ、実施方針について次の内容を記述し、市

を支援する姿勢、取組意欲、担当者の技術力の高さ、業務内容の理解度

等を評価する。 

    ⅰ 本業務を実施するに当たっての取組方針 

    ⅱ スケジュール 

    ⅲ 現状及び課題への理解度 

    ⅳ 業務要求水準 

    ⅴ 業務の具体性及び実現性 

    ⅵ 業務実施体制 

  （イ）基本計画の立案に関する提案（テーマ別業務提案） 

     前記（ア）における実施方針に基づき、基本計画を立案するに当たり

課題及び対応策について次の項目を踏まえ、その的確性、実現性等を評

価する。 

    ⅰ 子どもから高齢者までが安心して過ごすことができる複合施設の実 

     現 

    ⅱ 本市の文化的な魅力を発信する中心的な拠点となる複合施設の実現 

    ⅲ 費用対効果の観点から利便性や効率性が考慮された複合施設の整備 

の実現 

  エ 留意事項 

  （ア）企画提案書は、見やすく、分かりやすいものとすること。 

  （イ）仕様書等に記載のない専門用語を使用する際には、注釈をつけて、そ

の内容が理解できるようにすること。 

  （ウ）仕様書及び上記に示していない内容であっても、市にとって有益にな

ると思われる企画ついては、積極的に提案すること。 

  （エ）提出書類に不備がある場合は、市が訂正を求める。この場合におい

て、指示した期限までに訂正がなければ失格とする。なお、提案内容に

ついては、提出期限後の修正又は追加を一切認めない。 

 ⑶ 提出方法 

   郵送又は持参での提出とする。 



 

6 

   郵送の場合は、配達されたことが証明できる方法で、提出期限内に必着で

提出すること。この場合において、送付したときは、送付した旨を電話によ

り連絡すること。 

   持参の場合は、提出期限内に香芝市総務部管財課まで提出すること。 

６ 質問の受付及び回答 

  本業務の内容及びプロポーザルの実施に関して質問がある場合は、質問書（

様式６）を期日までに提出すること。 

 ⑴ 提出方法 

   電子メールに添付し、参加申込書に記載したメールアドレスから提出とす

ること。件名を「会社名 香芝市複合施設整備基本計画策定業務に関する質

問書」とし、添付ファイルとして送信すること。この場合において、未到達

を防止するため、送信後に必ず電話により到達の確認をすること。 

 ⑵ 質問への回答 

   令和７年９月１２日までに質問の有無にかかわらず、参加の申込みをした

者全員に、電子メールで回答する。 

 

７ 受託候補者決定方法 

  別記「香芝市複合施設整備基本計画審査基準」に基づき、プロポーザル審査

委員会委員が評価及び選定を行う。この場合において、提案事業者が１事業者

のときであっても、事業実施の適格性を審査し、選定を行う。 

 ⑴ プレゼンテーション審査 

   プレゼンテーション及び質疑応答を実施し、評価する。 

  ア 実施日 

   令和７年１０月６日 

  イ 時間配分 

    プレゼンテーションの時間は、３０分以内とする。質疑応答の時間は、

１０分程度とする。詳細は令和７年１０月１日までに別途参加者に対して

電子メールで連絡する。内容の時間配分は、任意とする。後述するモニタ

ーへの映像出力その他準備の時間は、プレゼンテーションの時間に含める

こと。 

  ウ 参加者 

    プレゼンテーションの説明者は、５人以内とする。 

  エ プレゼンテーションに必要な映写装置等 

    プレゼンテーションの際、必要な場合は、市所有の大型液晶モニター（

ＰＮ－ＨＷ８６１）の使用を認める。また、ＨＤＭＩケーブルで接続する

場合は、市所有のケーブル（ＫＭ－ＨＤ２０－Ｐ５０）の使用を認める。 

    プレゼンテーションで使用するパソコンその他プレゼンテーションに必

要な機器があれば提案者にて準備すること。 

  オ 審査内容 
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    プレゼンテーションは、提出された企画提案書に沿って行うこと。 

  カ その他 

    動画及び事前に用意した音声を用いたプレゼンテーション並びに、拡声

機器の持込みを認めない。 

 ⑵ 最終評価 

   受託候補者の選定は、プレゼンテーション審査での獲得点を合計し、最も

評価が高い者を受託候補者とする。 

 

８ 審査結果の通知 

  審査結果は、令和７年１０月１４日頃にプレゼンテーション審査に参加した

全ての者に電子メールでの通知を予定している。ただし、庁内での手続の状況

により、前後する可能性がある。 

 

９ 契約の締結 

  受託候補者を決定後、仕様及び提案内容に基づいて協議し、両者の協議が整

った場合に、本業務に係る契約の手続を行う。この場合において、市が真に必

要とする要件を精査し、提案金額に基づいて再度見積書の提出を求めた上で、

契約金額を決定する。 

  なお、本委託業務を再委託することは認めない。ただし、企画提案書内の実

施体制を示す項目において、役割が明確に示されている場合及び相当の理由が

あり、あらかじめ市の承認を書面で受けた場合は、その限りでない。 

  契約保証金は、契約金額の１００分の１０以上とする。ただし、香芝市契約

規則（昭和３９年規則第７号）第２０条に掲げる条件を満たす場合は、契約保

証金を免除する。 

 

１０ 提出書類の取扱い 

 ⑴ 提出書類は、一切返却しない。 

 ⑵ 提出書類は、審査に必要な範囲で複製できる。また、提出書類（受託候補

者が提出した書類を除く。）は、プロポーザルにより受託候補者を選定する

目的以外で使用しない。 

 ⑶ 本業務に係る情報公開請求があった場合は、提案内容、ノウハウ及び提案

への評価に関する部分を除き、香芝市情報公開条例（平成１２年条例第２８

号）の規定に基づき、提出書類を公開する。 

 

１１ 情報公開及び提供 

  プロポーザル実施に関する情報は、香芝市情報公開条例の規定に基づき、受

託候補者決定に影響を及ぼさない範囲で公開する。 

  プロポーザルの実施、選考過程、結果等については、市のホームページにて

情報提供を行う。 
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１２ その他 

 ⑴ 本業務へ参加するために要する一切の費用は、参加者の負担とする。 

 ⑵ 次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

  ア 実施要領に示した参加に必要な資格がない者が参加の申込みをした場合 

  イ 提出書類に虚偽の記載をした場合 

  ウ 誤字又は脱字により意思表示が不明確な場合 

  エ 他の提案者と提案内容等について相談を行った場合 

  オ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

  カ 仕様書の要件を満たさない場合 

  キ 提出書類に不備があり、市が指示する期日までに訂正しなかった場合 

  ク 見積書の金額が提案上限額を超過した場合 

 ⑶ 本プロポーザルは、契約成立の交渉を前提に行う準備行為であり、業者の

選定までを行う。 

 ⑷ 同一事業者からの複数の企画提案書の提出は、認めない。 

 ⑸ 提出された企画提案書の内容は、契約を締結した際に提案者が責任をもっ

て履行できる内容とする。 

 ⑹ 不確定要素がある場合であっても、提案者の経験及びノウハウを最大限に

活用し、具体的かつ実効性のある提案書を提出すること。 

 ⑺ 本提案依頼に記載のない事項であっても、提案者の判断で必要又は市にと

って有益と思われる事項は、提案限度額の範囲内で積極的に企画提案書に記

載すること。 

 ⑻ 企画提案書提出期間終了後の提案等の修正又は変更は、一切認めない。 

 ⑼ 提出書類の著作権は、参加の申込者に帰属するが、市が本プロポーザルに

係る選定の公表等に必要な場合には、市は提出書類の著作権を無償で使用で

きるものとする。 

 ⑽ 本業務に係る契約を締結するまでの間に契約を締結することが著しく不適

当と認められる事情が生じた場合は、契約を締結しない。この場合におい

て、市は、それに伴って生じる費用の一切を補償しない。 

 ⑾ 受託候補者が契約を締結できない何らかの事由が発生した場合又は協議が

整わない場合は、次点の候補者と当該業務について交渉を行う。 

 ⑿ 受託候補者は、やむを得ない理由で参加の申込後に辞退する場合は、参加

辞退届（様式７）を提出する。なお、提出方法は、担当課に照会すること。 

  

１３ プロポーザルに関する事務の担当課の名称及び所在地 

  担 当 課：香芝市総務部管財課 

  所 在 地：〒６３９－０２９２ 奈良県香芝市本町１３９７番地 

  電話連絡先：０７４５－４４－３３３８ 担当：西井 吉岡 

  電子メール：kanzai@city.kashiba.lg.jp  

mailto:kanzai@city.kashiba.lg.jp
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番号 評価項目 評価基準 評価点 最大評価点 

１ 
参加者の業務実績 

（最大２件まで） 
同種業務１件当たり ３０ 

 ６０ 

（最大件数２） 

２ 一級建築士の資格を有する社員数 
２１名以上 ２０ 

 ２０ 
１０から２０名まで １５ 

３ 管理技術者の業務経歴等 同種業務１件当たり １５ 
 ３０ 

（最大件数２） 

４ 建築（総合）主任技術者の業務経歴等 同種業務１件当たり ５ 
 １０ 

（最大件数２） 

５ 建築（構造）主任技術者の業務経歴等 同種業務１件当たり ５ 
 １０ 

（最大件数２） 

６ 電気設備主任技術者の業務経歴等 同種業務１件当たり ５ 
 １０ 

（最大件数２） 

７ 機械設備主任技術者の業務経歴等 同種業務１件当たり ５ 
 １０ 

（最大件数２） 

   合計 １５０ 

 

別記 香芝市複合施設整備基本計画策定業務審査基準 

１ 参加表明書等評価 

 ⑴ 参加表明書等評価は、次の２の評価項目の総合計により市が評価を行う。 

  ア 参加者が６者以上の場合については、評価点の総合計の上位５者のみが

技術提案書等評価の参加資格を有する。 

  イ 評価点の総合計が同点により上位者が６者以上となる場合は、業務実績

及び業務経歴等で同種業務の実績数が多い者を優位とする。 

    なお、参加者の業務実績、管理技術者、建築（総合）主任担当者、建築

（構造）主任担当者、電気設備主任担当者及び機械設備主任担当者の業務

経歴等の順で判定する。 

  ウ 前記イで規定により判定した場合でなお６者以上のときは、参加者内に

香芝市内の企業（以下「市内企業」）が含まれている参加者を優先する。

市内企業同士について優位を決定する必要がある場合は、市内企業が担当

する役割について、前記イの優先順位に準じて判定する。 

  エ 前記ウで規定により判定した場合でなお６者以上のときは、前記イの優

先順位に準じて参加者の業務実績の業務完了日が直近の者を優位とする。 

 

２ 評価項目、評価基準及び評価点は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 評価基準の備考 
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番号 評価項目 評価基準 評価点 

１ 本業務に対する取組方針及び体制 

取組意欲の高さ及び積極性 １０ 

会議運営支援等の発注者への支援体制 

の充実度並びに業務推進の工夫及び配慮 
１０ 

２ 各業務担当チームの特徴 
担当者の技術力の高さ １０ 

業務内容の理解度 １０ 

業務実施方針に対する一人当たりの持ち点 ４０ 

 

 ⑴ 参加者の業務実績については、実施要領に定めるとおり、平成２２年４月

１日以降に発注され、元請（ＪＶの場合は、その代表構成員）として受託

し、参加表明書提出までに完了している業務実績の評価項目に応じた評価点

にて評価する。実績については、２件までを評価対象とする。 

 ⑵ 管理技術者及び各分野の主任技術者の業務経歴等については、実施要領に

定めるとおり、平成２２年４月１日以降に発注され、元請（ＪＶの場合は、

その代表構成員）として受託し、参加表明書提出までに完了している業務実

績の評価項目に応じた評価点にて評価する。実績については、２件まで評価

対象とする。なお、管理技術者及び建築（総合）主任技術者を除き、協力事

務所からの配置の場合は、実績は、協力事務所での受託実績で可とする。 

 ⑶ 各分野の主任技術者については、電気設備と機械設備の主任技術者は兼任

を認める。この場合において、評価点の合計から２点を減ずる。 

 

４ 技術提案書等評価 

  技術提案書等評価は、技術提案書の内容についてプレゼンテーション及びヒ

アリングの結果を含め、次の評価基準に基づいてプロポーザル審査委員会委員

が評価する。 

 ⑴ 業務実施方針【３２０点（４０点×８人）】 
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番号 評価項目 評価基準 評価点 

１ 

テーマ１ 

 子どもから高齢者までが

安心して過ごすことができ

る複合施設の実現 

 子どもから高齢者までの利用者が施設を安

心して利用できるよう施設内の機能、設備の

配置が工夫され、分かりやすい配置及び動線

となっているか。 

１０ 

 音楽ホール、図書館、貸室、多目的スペー

ス、博物館等がそれぞれ高い水準で機能し、

かつ、複合化による相乗効果のある計画の提

案となっているか。 

１０ 

 飲食店やカフェ等を含め、多様な業種との

連携を図るため、事業を展開する施設として

民間事業者にとっても魅力的な施設となって

いるか。 

１０ 

２ 

テーマ２ 

 本市の文化的な魅力を発

信する中心的な拠点となる

複合施設の実現 

 各機能、設備について、高度な芸術活動を

行うことができる場として十分な機能を有し

ているか。 

１０ 

 音楽ホールや図書館については再訪意欲を

高めるような芸術性を備えた空間となってい

るか。また、維持管理費用が増大するような

過度に奇抜なデザインとなっていないか。 

１０ 

３ 

テーマ３ 

 費用対効果の観点から利

便性や効率性が考慮された

複合施設の整備の実現 

 香芝市役所本庁舎、香芝市総合体育館等の

周辺施設への来場者や執務スペースの確保も

踏まえ、施設配置全体が効率的な事業計画と

なっているか。 

１０ 

 複合施設の整備が良質かつ持続可能な公共

施設サービスの実現であることに鑑み、事業

全体において、費用対効果や経済性の観点か

ら効率的なものとなっているか。将来的な施

設の更新も見据えたものとなっているか。 

１０ 

 災害発生時等においては、本施設に災害対

策本部を設置することを想定していることか

ら、災害発生時等における様々な事情を想定

したものとなっているか。 

１０ 

テーマ別業務提案に対する一人当たりの持ち点 ８０ 

 

 ⑵ テーマ別業務提案【６４０点（８０点×８人）】 
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評価項目 評価基準 評価点 

見積書 提出された見積書に記載された見積金額（税込）について、次

の算定式により点数化し評価する。ただし、予定価格を超える

見積書については、その提案者を失格とする。 

 

 【計算式】 

⑴ 最低見積提案者を満点（５１０点）とする。 

⑵ その他の提案者は、次の点数とする。 

満点（５１０点）×最低見積価格÷提出見積価格 

ただし、１点未満は切捨てとする。 ５１０ 

 【計算例】 

最低見積額提案者Ａの価格が２，５００万円の場合におい

て、提案者Ｂの見積価格が３，０００万円であった場合の提案

者Ａ及びＢの評価点は、次のとおりとする。 

 

 
Ａ５１０点 

Ｂ５１０×２，５００÷３，０００＝４２５点 

 

 

 ⑶ プレゼンテーション及びヒアリング【８０点（１０点×８人）】 

評価項目 評価基準 評価点 

業務実施方針 明確で説得力のある説明及び質疑回答となっているか。 ５ 

テーマ別業務提案 明確で説得力のある説明及び質疑回答となっているか。 ５ 

プレゼンテーション及びヒアリングに対する一人当たりの持ち点 １０ 

 

５ 見積書評価 

見積書評価は、次の評価基準により市が評価する。 

⑴ 見積書【５１０点】（様式５） 

 


